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公調委平成２９年（ゲ）第６号 和歌山県由良町における漁港整備工事に伴う地盤

沈下による財産被害原因裁定嘱託事件 

裁      定 

（当事者省略） 

主      文 

別紙物件目録記載の建物（ただし，「現況は地下室がある。」を「現

況は１階が地下室となっている。」と訂正する。）に傾斜等が生じたの

は，被告が別紙工事目録記載の各工事を実施したことによるものとは認

められない。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 嘱託事項 

原告について別紙物件目録記載の建物に傾斜等の損害が生じたのは，被告が

平成２０年１２月２５日から平成２１年９月１０日まで別紙工事目録記載の各

工事を実施したことによるものであるか。 

第２ 事案の概要 

１ 原告は，ａ漁港の漁港管理者である被告が行った同漁港整備事業により，原

告が所有する別紙物件目録記載の建物に修復不可能な損傷が生じたとして，和

歌山地方裁判所御坊支部に対し，平成２７年４月３日，被告に対して１０００

万円の損害賠償を求める訴訟（同支部平成２７年（ワ）第８号）を提起した。 

原告は，上記訴訟において，被告が行った漁港整備事業のうち，別紙工事目

録記載１，２の工事における掘削工事及び浚渫工事によって，砂地である上記

建物の地盤が緩み，かつ，満潮と干潮の繰り返しによる海水の流出入に伴って，

高地にある地盤の土砂が低地の掘削部分に流出し，流出した部分の地盤が空洞

化し，同建物の地盤が沈下したため，同建物に傾斜，変形等の損傷が生じた旨

主張している。これに対し，被告は，上記掘削工事及び浚渫工事による地盤沈

下の事実を否認し，上記建物に損傷がみられるとしても，その原因は建物の構
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造材の腐食等によるものと考えられる旨反論している。 

２ 本件は，上記支部から公害等調整委員会に対し，平成２９年１２月４日，被

告が行った別紙工事目録記載１，２の工事における掘削工事及び浚渫工事と

別紙物件目録記載の建物の傾斜等の損傷との間の因果関係の存否について，

公害紛争処理法４２条の３２第１項に基づく原因裁定の嘱託がなされたもの

である。 

第３ 当裁定委員会の判断 

 １ 認定事実（掲記する証拠又は審問の全趣旨により認められる。） 

⑴ 別紙物件目録記載の建物 

別紙物件目録記載の建物は，昭和４４年４月３０日，同目録記載の土地上

に地上３階建ての建物として新築された（甲１，２）。原告及びその夫は，

上記建物で「ｂ」という釣り宿を経営していた。上記建物の１階の南側及び

東側は，船の出し入れ等外から出入りができる構造であったが，後に２階の

高さまで周囲の通路の高さを上げた際に，外から出入りができる部分をブロ

ックで埋めて地階とし，また，昭和５０年頃までに３階の上に増築がされた

（甲１５，職１）。 

そのため，上記建物は，現状，地階，１階及び２階から成り（以下，これ

を「本件建物」といい，各階の呼称についても，別紙物件目録記載２及び全

部事項証明書（甲２）の記載と異なり，地階，１階及び２階とする。），そ

の上に，上記増築部分である３階がある。 

なお，平成２３年５月頃以降，釣り宿としての使用はされていない。 

⑵ 別紙工事目録記載１，２の工事 

ア 別紙工事目録記載１，２の工事は，被告が，平成１８年１１月から平成

２２年３月までの間に行ったａ漁港整備事業（Ａ防波堤の改良工事及び新

設工事，護岸工事，物揚場，船揚場及び泊地の新設工事等）の一部である。 

なお，和歌山県は，平成１９年３月から平成２４年３月までの間にｃ線
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改良工事として，既設の県道（以下「旧県道」という。）の西側（海浜側）

に，ほぼ並行する形で県道を新設し，その護岸工事等を行った（以下，新

設された県道を「新県道」という。）。 

本件建物と被告のａ漁港整備事業及び和歌山県のｃ線改良工事が行われ

た場所との位置関係並びに各事業及び工事が行われた時期は，別紙図面１

のとおりであり，ａ漁港から本件建物までの距離は最短で７０ｍ程度であ

る。 

イ ａ漁港整備事業前のａ漁港は，Ａ防波堤及びＢ防波堤で囲まれた部分の

北東側にＡ物揚場（４０ｍ長）とＢ船揚場（１０ｍ長，斜路）等があり，

南西側は自然の砂浜が広がっている状態であった（乙２６の１，２８）。 

別紙工事目録記載１の工事（平成○○年度漁整第●号，工期：平成２０

年１２月２５日から平成２１年７月１７日まで，請負業者：株式会社ｄ，

以下「本件工事１」という。）は，Ｂ船揚場等を撤去し，撤去部分と上記

砂浜に，物揚場（６５ｍ長），船揚場（２０．３ｍ長）等を設置する工事

である（別紙図面２の施工範囲は正確ではない。）。 

 別紙工事目録記載２の工事（平成○○年度漁整第△号，工期：平成２０

年１２月２５日から平成２１年９月１０日まで，請負業者：株式会社ｅ，

以下「本件工事２」という。）は，上記物揚場と船揚場の新設に伴い，泊

地（２０６０㎡）を整地する工事である（別紙図面２の施工範囲は正確で

はない。）。 

  ウ 本件工事１及び本件工事２では，設計された高さ（深さ）まで土砂や

岩盤を掘り下げる必要があり，起重機船のクレーンで削岩棒（直径の平均

５０㎝，長さ３ｍ，重量約５ｔ）を自由落下させる方法とバックホウに取

り付けられた大型の水中ブレーカーを使用する方法により，掘削工事及び

浚渫工事が行われた。 

    本件工事１では，物揚場，船揚場の基礎部分（乙２３の着色された箇
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所の基礎部分）について，平均海水面より－３．００ｍまで，本件工事２

では，航行に必要な水深を確保するため必要があった場所（乙２０及び２

１の１～５の着色部分）について，平均海水面より－２．５０ｍまで，掘

り下げた。これらの掘り下げにあたって，砂浜又は海底の土砂，場所によ

っては岩盤（泥岩）を掘削し，浚渫した（甲５，６，乙２２，被告の平成

３０年５月１８日付け求釈明に対する回答書）。 

    以上の本件工事１及び本件工事２による浚渫量は，合計４５６４．２

７㎥であった（ただし，浚渫船に積載された状態の土砂・礫類の体積を計

算して算出したもので，積載した際にできる空隙部分を含む。乙１７ない

し１９）。  

⑶ 現地調査（職１） 

     公害等調整委員会事務局職員は，下村修一専門委員（以下「下村専門委員」

という。）立会いの上，平成３０年５月２９日，ａ漁港及び本件建物並びに

その周辺の調査（以下「本件現地調査」という。）を行った。   

 ２⑴ 以上を踏まえ，本件嘱託事項について検討する。 

下村専門委員は，意見書（職２）において，当事者双方から提出された証

拠及び本件現地調査の結果を踏まえ，①工事による地盤変状に伴う影響は，

工事範囲から離れるにしたがって小さくなるのが一般的であり，仮に浚渫工

事等に伴う地盤変状の影響が出るとすれば，被告による浚渫工事等が行われ

た現場と本件建物との間に存在し，かつ，地盤変状が生じる地層よりも浅い

深度に支持されている構造物により顕著な影響が出るものと考えられるとし

た上で，本件現地調査において，本件建物よりも被告による浚渫工事等の現

場に近い場所に地盤変状をうかがわせる特段の被害が見受けられなかったこ

と（職第１号証の事実調査報告書別紙１の図面によれば，本件工事１及び本

件工事２の掘削工事及び浚渫工事が行われた場所（上記１⑵）と本件建物と

の間には，既設物揚場，Ｂ防波堤，新県道，旧県道及びその防潮堤等が存在
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するところ，上記別紙１の写真②ないし④，⑥を見ても，それらに特段の被

害が生じた様子はうかがえない。）から判断して，上記浚渫工事等による地

盤変状は発生していないか，仮に地盤変状が発生した可能性があったとして

もごく軽微に留まるもので，ａ漁港周辺の土地に地盤変状による被害が生じ

た可能性は低いと考えられる旨述べている。 

また，下村専門委員は，上記意見書において，②本件建物の全体が西側に

傾倒し，正面玄関の柱が東側に傾いていることを確認したとした上で，本件

建物の傾斜の原因が地盤変状にあるならば，一般に不同沈下に伴う柱の傾斜

が観察されるものと考えられるところ，本件現地調査の結果，地階の柱には

大きな傾斜は認められず，他方，地階の梁は，激しく腐食し，断面が欠損し

ている箇所が多く，特に玄関柱を支えている梁は断面の欠損と傾斜が認めら

れており（下村専門委員が指摘する梁の傾斜は，職第１号証の別紙３の写真

⑮のとおり。なお，同写真⑮は，平成２２年１０月１日に撮影された甲第７

号証の「地階現況写真①」No.３７とほぼ同じ位置で撮影したものと認めら

れるが，梁の腐食と傾斜は，同写真と比較してより進行しているように見え

る。），その影響で本件建物の上記傾斜等の不具合が生じたと思われる旨述

べている。 

以上のとおり，下村専門委員の意見書は，その前提となる事実の認識にお

いて客観的，実証的であり，結論に至る論理過程も合理的であって信用性は

高いというべきである（当事者双方から，職第１，２号証に対する特段の意

見はなかった。）。この意見書によれば，上記①，②の観点からみて，本件

建物に生じている傾斜等の被害は，本件工事１及び本件工事２の掘削工事及

び浚渫工事に起因する地盤変状によるものとは認められない。 

  ⑵ これに対し，原告は，本件工事１及び本件工事２の掘削工事及び浚渫工事

によって本件建物の地盤が沈下し，本件建物に傾斜等の損傷が生じたことの

証拠として，ｆ一級建築士（以下「ｆ建築士」という。）の意見書等（甲１
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２，１４，１５，２４の１～３，２５の１～１８，２６の１～８，２７の１

～１５，２８の１～１６，３１）を提出する。 

    ｆ建築士は，本件建物以外にも地盤沈下の徴表が現れているとして，電柱

の傾きや空洞，ブロックの損傷等を複数箇所指摘している。しかし，本件工

事１及び本件工事２の掘削工事及び浚渫工事が行われる前のそれらの状況は

明らかにされていない上，それらの指摘箇所は，全て本件建物以北であって，

上記１⑵で認定した掘削工事及び浚渫工事が行われた場所からみて本件建物

より離れた場所であり，下村専門委員の意見書に示された見解①（上記⑴①）

によれば，それらの指摘箇所の事象が，同掘削工事及び浚渫工事に起因する

可能性は低いと考えられる（そもそも，ｆ建築士は，Ｂ防波堤以北の沖まで

掘削，浚渫が行われたことを前提としているようであり（甲１５の資料⑧の

４枚目，甲１７の２参照），施工範囲の認識に誤りがある。）。 

    次に，ｆ建築士は，地盤沈下が生じていることの根拠として，本件建物の

壁面頂点の傾倒（西側）の進行及びそれに伴う正面外壁の座屈を指摘してい

る。しかし，上記⑴②のとおり，本件現地調査において，本件建物の地階の

柱に大きな傾きが確認されていないことからすれば，上記指摘事象が地盤変

状によるものとは考え難い上，下村専門委員の意見書に示された見解②（上

記⑴②）によれば，それらの事象は，玄関の柱を支えている地階の梁等の腐

食，傾斜が影響しているものと考えられるのであって，本件建物の地盤が沈

下していることの証拠にならない。また，ｆ建築士は，平成２２年の調査時

と比較して平成２８年には本件建物の２階の床の傾斜が進行していることも

指摘しているが，この点も上記と同様であり，本件建物の地盤が沈下してい

ることの証拠にならない。 

    その他，ｆ建築士の説明書（甲１５）には，ｇ株式会社による地盤調査報

告書（資料①）や有限会社ｈの意見書（資料③－１）等が添付されているが，

これらはいずれも本件建物の損傷が地盤沈下によるものであることを実証的
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に十分な根拠をもって説明しているものとはいえない。 

 ３ 結論 

 以上のとおり，下村専門委員の意見書によれば，本件工事１及び本件工事２

の掘削工事及び浚渫工事と本件建物の傾斜等の損傷との間の因果関係を認める

ことはできず，同意見書を覆すに足りる証拠はない。また，他に，これらの工

事と本件建物の傾斜等の損傷との間の因果関係を認めるに足りる的確な証拠も

ない。 

よって，本件嘱託事項について，上記因果関係は認めることはできないので，

主文のとおり裁定する（ただし，別紙物件目録記載の建物について，『ただし，

「現況は地下室がある。」を「現況は１階が地下室となっている。」』と訂正

する。）。 

 

平成３１年２月２６日 

 

公害等調整委員会裁定委員会 

 

裁定委員長  荒   井       勉 

 

 

 裁定委員  野   中   智   子 
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（別紙省略） 
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